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はじめに
　筆者はこれまで，わが国における電力独占体
の形成過程を考察してきたが，その主な研究対
象は中部・関西の両地方に限定されていた。そ
の研究の一応の結論は，わが国の電力独占体制
は1920年代における水火力併用発電と長距離送
電網による全国的発送電体制の形成を土台とし
て，前記両地方では大電力資本間で締結された
カルテル形態で成立した，というものであっ
た’〕。
　したがって，もう1つの電力需要の中心地で
ある関東地方を同様の独占形成という視角から
取り扱おうというのが筆者の次の課題である。
ただし本稿の紙数制限もあるので，ここでは明
治末期から大正初期における関東地方の電力企
業の分布状況を概観しながら，発電方式の火力
から水力への移行を念頭におきつつ，電力供給
体制の変化と競争の発生を明らかにすることに
より，関東における電力独占体制の形成過程研
究の準備作業を行うことにする。
　主な資料としては，『電気事業要覧』明治43
年と第10回『電気事業要覧』（1916年度調査）
を使用し，後に東京電灯株式会社（以下，東電）
の供給区域となる関東地方の主要都市における
明治末と大正初期両時期の電力企業の分布状況
を明らかにしていきたい。それらをまとめた表
1と表2を中心に考察を進めていこう。
I　明治末期の電カ供給体制と初期
　　的独占
関東地方での明治末期における電力企業の分
布は表1に示す通りである。同表を参照しなが
ら本節の論述を進めることにする。この時期の
電力供給体制は，わが国電力業の萌芽期の特徴
を残していると言えよう。その特徴は以下に示
す通りである。
　まず第1に指摘する必要があるのは，各地域
における供給電力の中心が電灯用電力であり，
しかもその契約販売量がごく小さいことであ
る。電力供給が2万kwを越えているのは東電
1社のみであり，横浜電気の約6千kwを除く
とあとの各社の大部分は3桁以下の供給しか
行っていない。
　次に発電の方式が第2の特徴点である。東電
ではすでに出カユ万kw以上の大規模（当時と
しては）水力発電が行われていたが，他の各社
では地理的に水力発電が有利な場合は小規模水
力発電が，それ以外の場合は小規模火力発電が
主力となっている。この点も電力業創成期の特
徴が多分に残存している例の1つと言えよう。
　第3の特徴は，各社の供給区域が事実上重複
したものとなっておらず，各社間での競争が見
られない点である。逓信省の認可した供給区域
が重複しているのは，東京市とその周辺郡部を
供給区域とする東電，東京鉄道，玉川電鉄，京
浜電鉄の各社であるが，その中では東電が圧倒
的な供給量を示している。他の3社はいずれも
電鉄企業で，営業の主力は鉄道経営にあり，主
に各鉄道沿線への電力供給は片手間の営業にす
ぎず，東電と競争を行っていた可能性もなく，
実際この時期の電力競争について記述した文献
はみられない。つまり，当時の電力各社は各都
市または鉄遣沿線の供給区域を独自に確保して
おり，各社それぞれに独立した営業を行ってい
たのである。
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　　　　　　　　　　　豪1　1910年当時の関東地方における8カ企■の分布
・東京市及び周辺郡部（荏原郡・南葛飾郡・豊多摩郡・南足立郡・北豊島郡等）
　墓哀重虹　　払　24，000千円　　　　電灯　　17，554kw供給
　　　　　　　固．23，266千円　　　　電動機　4，596kw合計　25，296kw
　　　　　　　利．12．7配．12．0　その他　3，146kw
　東京鉄道　　払　42，597千円　　　　電灯　　　730kw供給
　　（兼営）　　固．35，495千円　　　　電動機　　　99kw合計　1，053kw
　　　　　　　利．8．4配．7．O　その他　　224kw
・周辺郡部のみ
　玉川電鉄　　払　　600千円　　　　電灯　　　　77kw
　　（兼営）　　固．　794千円
　　　　　　　　　　　　配．　9．0
・荏原郡と神奈川県橘樹郡
　哀浜童麩　　払　3，563千円　　　　電灯　　　250kw供給
　　（兼営）　　固．4，941千円　　　　電動機　　　79kw合計　　329kw
　　　　　　　　　　　　阻　4．0
・横浜市
　撞浜電気　　払　3，200千円　　　　電灯　　4，077kw供給
　　　　　　　固．4，292千円　　　　電動機　1，217kw合計　6，386kw
　　　　　　　利．14．7配．13．0　その他　1，092kw
・横須賀市
　撞須賀　　　払．　250千円　　　　電灯　　　273kw
　重気瓦逝　　　　配．10．0
・埼玉県南部
　壇玉蟹虹　　払．　　40千円　　　　電灯　　　　28kw
　　（浦和町）　　　　　　配．6．0
　皿越重麩　　払　　300千円　　　　電灯　　　101kw
　　（兼営）　　固．　283千円
　　（川越町）　　　　　酊　6．6
・千葉町
　三E＝璽重虹　　払、　100千円　　　　電灯　　　179kw
　　　　　　　　　　　　配、1O．0
・水戸市
　基域璽気　　払．　　84千円　　　　電灯　　　180kw供給
　　　　　　　　　　　　配．8．O　電動機　　　15kw合計　　195kw
・宇都宮市
　工野璽カ　　払．　376千円　　　　電灯　　　313kw供給
　　　　　　　　　　　　配．7．0　電動機　　338kw合計　　651kw
水力　　　18，000kw
火力　　　　9，790kw
発生電力計27，790kw
火力　　　　19，620kw
　うち供給用4，800kw
火力　　　　　525kw
　うち供給用　　45kw
火力　　　　2，100kw
　うち供給用　400kw
水力　　　　3，300kw
火力　　　　3，756kw
発生電力計　7，056kw
火力　　　　　400kw
瓦斯力　　　　60kw
火力　　　　　260kw
　うち供給用　160kw
火力　　　　　225kw
瓦斯力　　　　225kw
水力　　　　　720kw
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・前橋市・高崎市
　秘醗重　　払．
　（前橋のみ）　固．
　　　　　　　利、
　600千円
1，056千円
1．5阻2．7
電灯
電動機
721kw供給　　　　　　　水力
33kw合計　　754kw
1，200kw
直堕丞鼠　　払．
（兼営）　　固．
受電先
535千円
553千円
　酎11．0
：箱島水力
電灯
電動機
754kw供給
439kw合計　　1，ユ93kw
水力　　　　　800kw
受電　　　　　300kw
発生電力計　1，100kw
・桐生町
　楓生重虹　　払．
受電先：
12千円
　配．10，O
渡良瀬水電
電灯
電動機
109kw供給　　　　　　　受電
135kw合計　　244kw
150kw
・足利町
　渡良遼　　払．
蝿
275千円
　配．10．0
電灯
電動機
289kw供給　　　　　　水力
115kw合計　　404kw
350kw
備考1）払．は払込資本金，固．は固定資産，利．
備考2）『電気事業要覧』明治43年より作成。
は利益率，配． は配当率を示す。
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　また，当時の電力企業が独立して営業を行っ
ていたことは，各社間の電力売買がほとんど見
られなかった事実にも示されている。わずかな
買電事例は，高崎水電が箱島水力から電力を購
入した場合などであったが，これらは売買量も
少なく，例外的な場合とみてよい。このケース
以外には電力企業間での電力売買はなく，各電
力企業は自社で発電した電力を自社の供給区域
内の消費者に供給していた。つまり，当時の供
電組織はそれぞれの電力企業内で完結してお
り，後に見られるような複数の企業にまたがる
供電組織は基本的に存在していなかったのであ
る2〕。
　上記の検討から，この時期の関東地方の電力
業は各電力企業がその供給地域としている地域
に地域的独占を形成している段階，言いかえれ
ば初期的独占の段階であったと考えられる。こ
れが第4の特徴点であろう。この時期の地域的
独占はわが国電力業の生成期以来のものであ
り，電力業全体の未発達，とりわけ発送電技術
の未熟さに規定されているものであった。各電
力企業の営業地域は関東地方全域をカバーして
いるのではなく，電力供給が行われていない空
白地域が各電力企業の営業地域の問に存在して
いるものとみられる。したがって当然この当時
は，各電力企業聞の同一供給区域の支配権をめ
ぐる競争は発生していない。各電力企業は他社
に関与することなく，独自に経営を行っていた。
この点は次期との比較で重要なことであるの
で，ここでくりかえし強調しておきたい。
　ただし，この時期の電力企業のあり方が明治
中期のわが国電力業創成時と全く同様なもので
あったとは言えず，次の段階への移行の萌芽も
見られることが第5の特徴である。それは，東
電1社とはいえ出力1万kw以上の大規模水力
発電が始められている事実に示されている。同
社は1907年に駒橋発電所（現在の山梨県大月市
に所在）を完成させ，東京郊外の早稲田まで約
70㎞の中距離送電を開始している。そして同社
は関東地方最大の電力市場である東呆市内をほ
ぼ独占し，企業規模を急速に拡大した。表1に
見られるように，同社の払込資本金額は24，000
千円と，大規模な市街鉄道を営業していた東京
鉄道には及ばないものの，他の電力企業とは隔
絶した規模を誇るものとなっているのである。
　以上，明治末期の電力業の特徴をまとめると
次のようになろう。電灯用中心の市場構造とま
だ少量の電力消費。各地の大小電力需要地を基
盤とする地域的独占。各電力企業の独立的経営。
初期的独占の継続。各社間の市場競争の未発生
等々。このような電力業創成期に広く見られた
特徴は，わが国電力業が発送電技術の発展など
により新たな段階へ移行するにしたがって失わ
れていく。そのさきがけが東電による大規模水
力発電と中距離送電の開始である。
皿　冒カ業の新段階と新規企業の参
　　入による東示市場での競争の発
　　生
　本節では表2を参照しながら論述を進めるこ
とにする。わが国電力業は大正期をむかえるの
とほぼ同時に新たな段階に突入した。その主な
原因はわが国電力業で用いられた発送電技術の
発展である（ただし，この技術はわが国が開発
したものではない。それらはアメリカやドイツ
で生まれたものを導入，または輸入したもので
ある）。それは前節で東電について触れたよう
に大規模水力発電と中距離送電に典型的に表さ
れている。それを基礎に明治末期から大正初期
にかけて新たな電力企業が設立されたが，それ
らは東京市とその周辺郡部を供給区域とするも
のであった。新たな電力企業とは猪苗代水電，
桂川電力，鬼怒川水電，富士瓦斯紡績，日本電
灯，東只市電気局（以下，東京市）などである畠〕。
この多数の新設企業の登場がこの時期の第1の
特徴であった。
　それら各社には次のような特徴があった。ま
ずこれらの各社は既存電力企業からは資本関係
でも人的にも独立した企業であったこと（ただ
し，桂川電力は若干東電と人的関係があったと
言われる引。それらの多くは東京市内またはそ
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の周辺郡部に供給区域を認可されていたこと。
たとえば日本電灯と東京市は東京市内での電
灯・産業用電力とも供給権を得ており，桂川電
力は東京市内の産業用電力の供給権を得たほか
に，府下南葛飾郡，南足立郡，北豊島郡，豊多
摩郡，神奈川県橘樹郡を電灯用も含めた供給区
域としており，猪苗代水電は東京市内と北豊島
郡の一部を産業用電力の，また鬼怒川水電は東
京市内と府下各郡を産業用電力の供給区域とし
て認可された5〕。これらの供給区域は後の卸売
電力企業のように産業用電力供給権のみを認め
られたものもあったが，電灯用電力の供給も可
能な，既存電力企業の持つ供給権とほぼ同様の
供給権を獲得した電力企業があったことを忘れ
てはならない。この点では，明治未期に電気事
業法を制定した政府の当時の政策が，以前の保
安対策を中心とした政策から，電力業の保護・
助長を図る競争促進政策に転換していたことも
考慮する必要があろう刮。この政策は後の第一
次世界大戦時の産業用電力の増強を目的とす
る，産業用電力のみの重複供給区域認可政策と
も若干異なっていたのである。
　新設各社は2種に分類できる。第1は大規模
水力発電所を設置して，強力な発電能力を持っ
た水力発電企業である。鬼怒川水電は栃木県の
鬼怒川流域で，桂川電力は山梨県の桂川流域で，
猪苗代水電は福島県の猪苗代湖近辺で，富士瓦
斯紡績は静岡県の富士川流域で，いずれも出力
1万kw以上の水力発電所を建設していた。た
だし，これら各社の供給権は大部分産業用電力
に限られていた。上記各社を卸売電力企業と呼
ぶことにするが，これらは発電所と各供給区域
を結ぶ送電設備をも所有しており，既存各社か
らの自立性の強い電力企業であった。この点は
第一次世界大戦以後に設立され，主に東電に売
電を行った関東の卸売電力各社とは異なってお
り，他地方の卸売企業の多くと類似性を持って
いる。後の関東の卸所電力企業は発電所のみを
所有し，送電線は東電のものを使用しており，
それだけ東電への従属的性格の強いものであっ
た7〕。ただし，大正初期に登場した水力発電企
業の多くも，実際には電力卸売を主力としてい
たのは後述するところであり，それらを卸売電
力企業と呼ぶのはこの点に由来する。
　第2類型の電力企業の主なものは，東京市内
またはその周辺郡部への電力供給を目的として
いた。それらとして日本電灯，東京市などがあ
げられる。東京市電気局は東京市が東京鉄道を
買収したものであった。その他東京市周辺部で
は王子電軌と京成電軌が新設されている。これ
ら各社の特徴は，独自の発電をほとんど行わず，
受電（他社からの買電）によって主な使用電力
を調達していることである。たとえば表2によ
れば，日本電力は主に桂川電力から，王子電軌
は猪苗代水電と鬼怒川水電から受電を行ってい
る。ただし；このような卸売電力企業からの受
電は新設企業に限られたわけではない。東電や
横浜電気をはじめとする既存電力企業も受電を
開始しており，京浜地区で既存の供給区域を所
有していた電力企業の大部分が受電により供給
電力の多くを調達しているのである。これら各
社を既存各社を含めて小売電力企業と呼ぶこと
にする。
　第2の特徴点として，こうした電力企業の新
設と各社聞の電力売買の発生にともない，いわ
ゆる供電組織の電力各問での分断現象が発生し
たことがあげられる。表2によれば，新設の電
力発電企業は発電電力をみずからが獲得した供
給区域の消費者に直接販売することは少なく，
大部分の発電電力を消費地に存在している既存
または新設の小売企業に販売していることが判
明する。従来の電力供給体制は，1つの電力企
業が発電・送電・配電の3過程，つまりワン
セットの供電組織を自己の中に包摂しているこ
とを前提に成り立っていたのであるが，新規水
力発電企業の登場以後は発送電と配電が別々の
企業によって行われるようになっている。こう
した供電組織の分断と言われる現象はこれ以後
のわが国電力業では一般的に発生したものであ
り，関東地方のみに見られるものではない。た
だし，関東地方の特徴は第一次世界大戦以後に
おける電力企業の新設・再編によって，他地方
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・東京市内
魎（周辺郡部を含む）
蜘
麹（兼営）
豪2－11〕1916年当時の関■地カにおけるロカ企■の分布
払．45，163千円　　　電灯　　39，101kw供給　　　　　　水力　　　60，OOOkw
固．53，593千円　　　　電動機　18，650kw合計　85，797kw　火力　　　　6，000kw
利．9，3配．8．0　その他　1，238kw　　　　　　　　　受電　　　20，550kw
　　　　　　　　　　卸売他　26，808kw　　　　　　　　発生電力計86，550kw
卸売先：鬼怒川水電7，650kw，桂川電力1，500kw，帝国電灯200kw，都留電灯
　　　　160kw等，周辺の中小電力企業・電鉄へ
受電先：猪苗代水電18，650kw，利根発電1，900kw
払．6，O00千円　　　　電灯　　3，468kw供給　　　　　　受電
固．6，469千円　　　　電動機　4，285kw合計　7，753kw
利．4．6　配．待4．5
受電先：桂川電力11，000kw，東京電灯3，000kw（予備）
固．89，136千円　　　　電灯　　9，927kw供給
利．1，245千円　　　　電動機　5，965kw合計　20，616kw
率．　1．4　　　　　その他　　874kw
　　　　　　　　　　卸売他　3，850kw
受電先：鬼怒川水電22，000kw，桂川電力1，500kw
14，000kw
火力　　　　9，200kw
受電　　　23，500kw
発生電力計32，700kw
・周辺郡部
脳（兼営） 払．　600千円　　　　電灯固．1，022千円　　　　電動機利．11．6配　9．0　その他
　　　　　　　　　　卸売他
卸売先：京王電軌150kw等
受電先：富士瓦斯紡績1，000kw
579kw供給
379kw合計　　1，375kw
　2kw415kw
受電　　　　1，000kw
王王璽軌　　払．1，000千円　　　　電灯　　　656kw供給　　　　　　受電
（兼営）　　固．1，859千円　　　　電動機　1，068kw合計　1，724kw
　　　　　　不u．　5．8　百己。　5．0
　　　　　　受電先：猪苗代水電2，550kw，鬼怒川水電1，000kw
3，550kw
・荏原郡・橘樹郡
趨（兼営） 払．4，590千円　　　　電灯固、6，279千円　　　　電動機利．9．4酊　5．5
受電先：桂川電力1，000kw
890kw供給
651kw合計　　1，541kw
火力　　　　2，700kw
受電　　　　1，000kw
発生電力計　3，700kw
・横浜市
魑　　（兼営） 払　6，640千円　　　電灯　　6，378kw供給固．8，723千円　　　　電動機　5，244kw合計利．16．1配．11．O　その他　　　99kw
　　　　　　　　　　卸売他　7，531kw
卸売先：横浜電鉄750kw，相武電気55kw
受電先：富士瓦斯紡績8，000kw
19，252kw
水力　　　　3，300kw
火力　　　　8，OOOkw
受電　　　　8，OOOkw
発生電力計19，300kw
水力発電の本格化と東京における電力競争
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払．10，484千円　　　卸売他　23，379kw　　　　　　　　　水力　　　37，500kw
固．13，8ユ0千円
不凹．　6．9　目己．　7．O
卸売先：東京電灯18，650kw，王子電軌2，550kw，新潟水力1，800kw
魎 払．5，600千円　　小売分　1，021kw供給　　　　　　水力　　　18，200kw固。6，297千円　　　卸売他　15，233kw合計　16，254kw　受電　　　　2，500kw利．13．O酊10．0　　　　　　　　　　　　　　　　　発生電カ計20，700kw
卸売先：日本電灯11，000kw，東京市1，500kw，京浜電鉄1，000kw
受電先：鶴見埋築1，500kw，東京電灯1，000kw
払．13，110千円　　　卸売他　22，731kw　　　　　　　　　水力　　　31，200kw
固．19，488千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受電　　　　8，850kw
利．6．2配．5．O　　　　　　　　　　　　　　　　　発生電力計40，050kw
卸売先：東京市22，OOOkw，王子電軌1，000kw，京成電軌600kw
受電先：東京電灯7，650kw，王子電軌1，200kw
払．5，857千円　　　電灯　　　152kw供給　　　　　　水力　　　19，600kw
固．5，857千円？　　電動機　　40ユkw合計　ユ7，886kw
利．15．2配．？　　卸売他　17，333kw
卸売先：横浜電気8，000kw，玉川電鉄1，000kw，神奈川県内の中小電力企業375kw等
水力発電の本格化と東京における電力競争
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・埼玉県南部
魎　　（浦和町）
雄（兼営）（川越町）
豪2－12〕1916年当時の田東地方における■カ企彙の分布（楡）
払．　150千円　　　　電灯
固．　　29千円　　　　電動機
禾u．　21．0　百己．　12．0
払．1，250千円　　　　電灯
固．1，540千円　　　　電動機
利．7．9配．8．O　卸売他
132kw供給
138kw合計　　270kw
443kw供給
546kw合計　1，289kw
300kw
瓦斯力　　　　60kw
受電　　　　　220kw
発生電力計　　280kw
水力　　　　1，100kw
火力　　　　　380kw
発生電力計　1，480kw
・千葉町
趨
・京葉問
趨　　（兼営）
・水戸市
艦
払．　255千円　　　　電灯
固．　365千円　　　　電動機
利．13，4配．9，5
受電先：利根発電440kw
288kw供給
215kw合計　　503kw
払．1，447千円　　　　電灯　　　250kw供給
固．2，70ユ千円　　　　電動機　　233kw合計
不u．　8．8　薗己．　5．0
受電先：鬼怒川水電600kw，利根発電370kw
払．　552千円　　　　電灯
固．　676千円　　　電動機
禾］．　16．6　　酉己。　1O．0
483kw
619kw供給
733kw合計　1，352kw
受電　　　　　440kw
受電　　　　　970kw
瓦斯力　　　　225kw
水力　　　　　600kw
発生電力計　　825kw
・宇都宮市
磁
・高崎市
艶（兼営）
払．　747千円　　　　電灯　　　500kw供給
固．1，391千円　　　　電動機　　829kw合計
利．11，3配．9．0　卸売他　　485kw
卸売先：周辺の中小電力企業へ
受電先：利根発電200kw，古河合名50kw
払．1，220千円　　　　電灯
固．1，933千円　　　　電動機
利．21．1配．12．O　卸売他
卸売先：周辺の中小電力企業へ
　　　　　水力　　　　1，550kw
ユ，814kw　受電　　　　　250kw
　　　　　発生電力計　1，800kw
　675kw供給　　　　　　水力
1，398kw合計　2，205kw
　132kw
2，100kw
・前橋市・桐生町
鰹（兼営）
・足利町
払　5，4ユ1千円　　　　電灯　　1，111kw供給　　　　　　水力　　　　8，693kw
固。8，914千円　　　　電動機　2，086kw合計　3，2㏄kw＋？火力　　　　　300kw
利．8．3配。8．O　その他　　　7kw　　　　　　　　発生電力計　8，993kw
　　　　　　　　　　　卸売他　　　？kw
卸売先1東京電灯1，900kW，千葉電灯440kw，京成電軌370kw，行田電灯250kw
　　　　埼玉電灯220kw，土浦電気205kw，帝国電灯200kw
　　　　その他埼玉・茨城の中小電力企業へ
備考1）東京市の利．は利益額，率．は利益率である。他は表1と同様。
備考2）第ユ0回『電気事業要覧』より作成。
水力発電の本格化と東京における電力競争
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のような発送電一配電という分断のし方ではな
く，発電　送電・配電という分断が支配的と
なっていったことにある。それはともかく，供
電組織の分断により，関東地方の電力市場は卸
売市場と小売市場の2つに分割されたのであ
る。
　ただし表2から読み取れるように，卸売電力
企業と小売電力企業（これらは自らも発電を
行っていた東電なども含む）が入り乱れて電力
売買を行うような事態は発生していない。言い
かえれば，特定の卸売電力企業が特定の小売電
力企業に電力を販売する形態が定着しているの
である。同表が示す卸売電力企業と小売電力企
業の結びつきは以下のようになる。前者を小売
電力企業，後者を卸売電力企業として組み合わ
せてみると，東電一猪苗代水電，日本電灯一桂
川電力，東京市一鬼怒川水電，横浜電気一富士
瓦斯紡績，中小小売電力企業一利根川発電とい
う形となっているのである。
　第3の特徴は，これがもっとも重要であるが，
この時期になると複数の電力企業が同一供給区
域をめぐって激しい競争を展開するようになっ
たことである。ただしそれは東京市内に限定さ
れていた。そこでの供給拡大をめぐって，東電・
日本電力・東京市の小売3社が19ユ3年からいわ
ゆる「三電競争」と呼ばれる激しい市場争奪戦
を演じた目〕。この競争について『東京電灯株式
会社開業五十年史』では次のように述べている。
「（前略）一方鬼怒川水力電気会社及び桂川電
力会社も亦東京市電及び日本電灯会社と夫々電
力売買契約を締結したので，東京市及び其の附
近に於て当社と最も競争の虞あったものは，特
に一般電灯電力供給権を有する市電，日本電灯，
江戸川電気等の小売事業者であった筥〕。」「明治
三十九年東京鉄道会社に合併された東只電気鉄
道会社が三十三年東兄市内一円に電灯電力供給
権を得又同四十四年日本電灯会社が新設され，
一般供給権を獲得したので，滋に東只市の電灯
電力事業は当社との間に三分の形勢となった。
四十四年八月東京市が東京鉄道会社を買収し，
その電灯電力事業を継承するに及んで三電の競
争は益々激甚となり，遂には一需用家内に三電
別々の電灯が供給される奇観をさへ呈した。か
くて料金は不当に低下して採算を割り，当社の
如きはこの競争のため大正三年上期から四年上
期に瓦る間に約五十万円の延滞料金を擁する等
諸弊百出するに至っが〕。」この競争による料
金低下の実例をあげれば，たとえば16燭光の電
灯料金が競争開始以前は月1円10銭であったの
が，競争の間に55銭にまで半減しているのであ
る’’〕。また「三電競争」に直接的に関与したの
は，東電，日本電灯，東京市の3社であったが，
その背後には『東京電灯株式会社開業五十年史』
も記すように，猪苗代水電，桂川電力，鬼怒川
水電の3発送電企業（卸売電力企業）が控えて
いた。つまり「三電競争」は東電一猪苗代水電，
日本電灯一桂川電力，東京市一鬼怒川水電とい
う3組6社の問で展開された競争だったのであ
る。
　このいわゆる「三電競争」には，中部地方・
近畿地方または後の関東地方で行われた他の電
力競争とは異なる面があった。それは競争に関
与した3つの小売企業がいずれも東京市内では
電灯用ならびに産業用電力の市場を含む対等な
供給権を持って競争に参加している点である。
三大需要地における他の電力企業間の競争で
は，挑戦する新規電力企業は産業用電力の供給
権のみを持ち，産業用電力市場でのみ競争を挑
んでいる。したがってそれらの場合は，既存電
力企業が保持していた電灯用電力市場は競争の
対象となっといない。また競争当事者の1つが
公営電力であったことも，「三電競争」を特色
づけている点である。その結果，この「三電競
争」は非常に深刻でかつ長期のものにならざる
をえなかった。この競争は1913年から協定の成
立する1917年まであしかけ5年もの長期にわた
り展開され，また競争の主な手段となったのが
料金の引き下げであったため，上記のように電
力料金は大幅に低下し，その電力料金水準は全
国各地に伝播して，わが国の電力料金全体を低
下させる大きな要因の1つとなっている。この
間，東電による日本電灯の合併案や東只市内電
水力発電の本格化と東京における電力競争
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豪3　「三■田定」成立省の3社の供台状況
魑
蝿
麹町区・神田区・日本橋区・京橋区・赤坂区・四谷区・下谷区・荏原郡の9町村・豊
多摩郡の3町村
　　　　　　　　　電灯　　24，213kw供給
　　　　　　　　　電動機　32，589kw合計　109，209kw
　　　　　　　　　その他　2，871kw
　　　　　　　　　卸売他　49，536kw
卸売先：鬼怒川水電7，650kw，富士瓦斯紡績4，000kw，桂川電力2，500kw，
　　　帝国電灯250kw，都留電灯160kw，京王電軌150kw，西武軌道150kw等
魎（兼営）
浅草区・本所区・深川区
　　　　　　　　　電灯
　　　　　　　　　電動機
3，910kw供給
6，187kw合計　　10，097kw
芝区・麻布区・牛込区・小石川区・本郷区
　　　　　　　　　電灯
　　　　　　　　　電動機
　　　　　　　　　その他
　　　　　　　　　卸売他
卸売先：鉄道院2，500kw等
7，542kw供給
8，138kw合計
2，910kw
5，000kw
23，590kw
備考1）数字は1918年度実績である。
備考2）第12回『電気事業要覧』より作成。
力供給業全体の市営案などが登場したが，いず
れも実現にいたらず，縞局1917年6月に3社間
で合意に達した協定（いわゆる「三電協定」）
の成立によって競争は一応終結したのである。
　このように，「三電競争」はわが国の電力業
が水力発電を基礎とし中距離送電が可能となっ
た事実を土台として，東京という大電力市場を
新たに獲得しようとする新規企業の創立によっ
て展開されたものである。ただし，電力業の新
段階への移行にともない競争が発生したのは東
京市内に限らない。中京や京阪神の両地区でも
新規の水力発電企業が登場して，既存の電力企
業に競争を挑んだのは同様であった。ただし，
この両地区では新規企業に与えられた電力供給
権が産業用電力市場に限定されており一そのこ
ともあってか競争が東京程深刻化せず，短期に
終わっているのである蜆〕。
　第4の特徴としてあげねばならないのは，
「三電競争」が水力発電と中距離送電に基づく
新規企業の登場により生じ，「三電協定」によ
り終結したのであるが，この協定による競争の
停止をもって，関東地方における電力独占体制
の成立と考えるのは早計であるという点であ
るH〕。その理由として第1に考えられるのは，
この協定に参加した日本電灯の経営基盤が非常
に脆弱で，早晩協定体制の再編が課題に登らざ
るをえなかったことである。表2が示すように，
日本電灯の利益率・配当率は他社とくに東電と
比較して非常に低いものであった。表3が協定
成立の翌年における3社の供給実績を示してい
るが，これによると競争中の1916年と比べて日
本電灯の供給実績はさほど上昇していない。し
たがって，協定の成立が日本電灯の経営状況を
大きく改善したとは考えられない。実際に日本
電灯は協定成立の3年後の1920年には東電に合
併されており，「三電協定」は東電と東京市と
の間の「二電協定」になっているのである。さ
らに重視しなければならない’のは次の点であ
る。すなわち，東電はその後水力発電企業なら
びに周辺地域に供給区域をもつ配電企業の合併
を精力的に進めて，電力業の新段階への移行の
成果を取り込み，東京市一鬼怒川水電の勢力を
除いた。京浜地区関連の主要な発送電設備と供
給区域を独占する活動を開始する。1921年の利
水力発電の本格化と東京における電力競争
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根発電，横浜電気，第二東信電気，1922隼の桂
川電力，翌年の猪苗代水電の合併などがその代
表的なものとなる。「三電協定」の成立はこれ
ら東電による京浜市場統一の動きの出発点と
なったと評価できよう。
　しかも，これらの合併活動は水力発電と送電
技術の発展により生じた関東地方における電力
業再編成を完了させるものではなかった。なぜ
ならば，第1に表2一（2〕に見られるように，京
浜地区以外の主要消費地では依然として前段階
から続いている電力企業が存在しているからで
あり，第2には1920年代半ばにわが国の発送電
技術が一段と向上し，200km以上’の長距離送
電が可能になると東電は新たに強力な競争企業
を迎えることになるからである。その競争企業
とは松永安左ヱ門の東邦電力が，設立して東京
方面に送り込んだ東京電力であった’4〕。この競
争を克服して，さらに関東地方の大部分を自社
の供給区域とすることによって，初めて東電は
独占体として確固とした地位を築いたものと考
えられるのである。
おわりに
　我々は明治未期から大正初期にかけての関東
地方における電力業の変化を同地方の各地域で
の電力供給体制の展開を軸に検討してきた。そ
の結果は次のようになろう。
　明治未期の電力供給体制はわが国電力業の創
成期の特徴を反映しており，各地域の電力企業
はそれぞれ独立して，自社が発電した電力を消
費者に販売するという形態をとっていた。言い
かえれば供電組織の電力企業間における分断現
象は原則として生じておらず，電力供給体制は
ごく単純な性格のものであったと言える。その
ことを反映して，電力各社間の競争はいまだ発
生していなかったのである。後に関東地方の電
力業をほほ独占するにいたった東電といえど
も，企業の規模は大きくかつ水力発電と中距離
送電体制を持ってはいたが，その供給区域は東
京市内とその周辺郡部に限られており，市内や
周辺郡部で営業する電鉄企業の供給区域にさ
え，そこに進出して市場獲得競争を展開するに
はいたっていない。つまり，この時期の電力業
の特徴は電力各社の独立営業であり，各社問の
競争の未発生にあったと言えよう。
　大正期に入るとそのような状況は東京市場に
おいて一変する。その変化の土台となったのは
水力発電と中距離送電を基盤とする卸売企業，
ならびに東京市内に東電と対等の供給権を持つ
小売企業の登場であった。水力発電企業は既存
の東電や新設の日本電灯と東京市といった小売
企業を通じて関東地方最大の電力消費地である
東京市内に進出し，激しい競争を展開すること
になった。いわゆる「三電競争」である。この
競争は，大消費地での競争にはめずらしく小売
各社対等の市場競争条件のもとで展開され，そ
のため非常に激しくかつ長期にわたり継続され
た。その結果，電力料金の大幅な低下が実現し，
それが全国に拡大されることによって，わが国
における電力普及の大きな要因の1つとなっ
た。この競争はいわゆる「三電協定」の成立に
より終結したが，その終結は関東地方における
電力独占体制の成立を意味するものではなかっ
た。協定成立後も参加企業である日本電灯の経
営基盤は確固としたものにならず，協定成立後
わずかの期間で東電による日本電灯の合併が行
われ，これによって東電による京浜地区電力業
の再編統一過程が開始されたのである。
　しかも，「三電競争」をきっかけとする電力
業の再編過程の開始は，いまだ京浜地区のみに
限られており，他地域では明治以来の競争のな
い各社の独立経営が原則として続けられてい
た。ここでは自社発電を停止し，受電による電
力調達に移行した企業がいくつか見られるが，
それはあくまで電力の売買関係の発生を示すの
みであり，電力企業問の支配・従属関係を示す
ものではなかった。
　東京市・横浜市とその周辺部に限定されてい
た合併・再編過程が関東地方全体に拡大し，同
地方全体に東電の支配権が確立するのは，次の
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電力業の移行が必要であった。第一次世界大戦
以後，新たな発電企業がいくつか登場して東電
の支配下に入り，また同社が関東一円にその供
給区域を拡大していき，さらに東京電力という
強力な競争相手を克服することによって東電の
関東全体における独占体制が確立してゆく。し
かし，与えられた紙数も尽きたので，その過程
に関する検討は次稿にゆだねることにしたい。
　　　　　　　　　　　注
1）　拙稿「わが国における電力独占体制の形成
　名古屋電灯・東邦電力の場合一」『経済論叢』第
　127巻第6号，1981年，同「1930年代電力独占体制
　　の変容」下谷政弘編『戦時経済と日本企業』第6章，
　　1990年，同「関西における電力独占体制の形成
　　一京都電灯の小売企業化を中心に一」『経済
　論叢」第131巻第1・2号，1983年参照。
2）　供電組織は電力業の生産手段体系であり，発電・
　送電・配電に必要な諸設備によって構成される。
　平沢要『電気事業経済講話』上巻，1927年，229ぺ一
　　ジ参照。
3）　猪苗代水電，桂川電力，日本電灯，東呆市電気
　局の創立・発展については栗原東洋編『現代日本
　産業発達史皿電力』，1964年，90－99ぺ一ジ，富士
　瓦斯紡績に関しては同書67－70ぺ一ジ，また鬼怒川
　水電については『ダイヤモンド』第17巻第12号．
　1929年参照。
4）　「桂川電力の合併問題」『ダイヤモンド』第9巻
　第20号，1921年。
5）　以上の供給区域については，新田宗雄『東京電
6）
7）
8）
9）
10）
11）
12）
13）
14）
灯株式会社開業五十年史』，1936年，114－116ぺ一ジ。
　電力政策研究会編『電気事業法制史』，1965年，
71－72ぺ一ジ。
　第一次世界大戦以後設立され，東電に従属的に
電力販売を行った企業として，東信電気，群馬水電，
吾妻川電力，関東水電，梓川電力などが，また他
地方の代表的な卸売電力企業としては大同電力，
日本電力，矢作水力などがあった。
　下に引用した『東京電灯株式会社開業五十年史』
では，「三電競争」の本格化を1911年としているが，
日本電灯の開業が1913年であることから，本稿で
は「三電競争」の開始を1913年としておく。
　前掲新田『東京電灯株式会社開業五十隼史』，
116ぺ一ジ。
　前掲新田『東京電灯株式会社開業五十年史』，
ユ16－117ぺ一ジ。
　前掲新田『東京電灯株式会社開業五十年史」，
119ぺ一ジ。
　前掲拙稿「わが国における電力独占体制の形成
一名古屋電灯・東邦電力の場合」，同「関西に
おける電力独占体制の形成　　京都電灯の小売企
業化を中心に　　」。
　高村直助　『日本資本主義史論』，1980年，
235－237ぺ一ジでは「三電協定」成立時に電力業に
おける本格的独占体制が形成されたと述べられて
いるが，以下に述べる理由から氏の規定は早期に
過ぎるものと言わざるをえない。
　この競争を東邦電力の側から描いたものに，拙
稿「電力業再編成の課題と『電力戦』一1920年
代の松永安左工門と東邦電力　　」『経済論叢』第
128巻第1・2号，1982年がある。
（1994年9月20日受理）
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